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運動に対する充足感が高齢者および高齢者の運動介入効果に与える影響

運動充足感と身体活動量からの検討
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目的 運動充足感の違いが高齢者の心身機能に与える影響と，運動を中心とした介入終了後の運動

充足感による介入効果の違いを明らかにすることを目的とした。

方法 介入研究に参加した地域在住高齢者260人（平均年齢±標準偏差＝70.4±6.0歳）を解析対象

とした。事前検査時に主観的な運動充足感と身体活動量（仕事などの生活活動と運動習慣から

定義）を聴取し，それぞれを 2 水準（低・高）にまとめ，各運動充足感間における測定変数を

多変量分散分析を用いて検討した。また，運動介入群（88人，平均年齢±標準偏差＝70.3±
6.2歳）の介入終了時の運動充足感を悪化群（介入後においても低運動充足だった者）と維持・

改善群（介入後に高運動充足感だった者）に分け，これらの群を独立変数とした反復測定分散

分析を行った。なお，介入は週 2 回，3 か月間の複合プログラム（運動・栄養教室，温泉入浴）

を実施し，事後調査を行った。事前・事後検査時には精神的健康状態（WHO–5 得点），健康

関連 QOL（SF–8），精神的自立性を質問紙によって聴取し，運動機能の検査（握力，歩行速

度，開眼片足立ち，Timed Up & Go test）を行った。

結果 運動充足感を独立変数とし，身体活動量を共変量とした多変量分散分析の結果，BMI，握

力，最大歩行速度，WHO–5 得点，SF–8 下位 8 項目に有意な差が認められ，すべての項目に

おいて，高充足群は低充足群に比べ，値が良好である傾向が示された。また，各身体活動量群

内での比較においても同様の傾向が認められた。介入終了時の運動充足感を独立変数とした反

復測定分散分析の結果，通常・最大歩行速度，TUG，SF–8 下位 1 項目に有意な期間の主効果

が認められ，BMI，WHO–5 得点，SF–8 下位 6 項目，精神的自立性尺度に有意な群の主効果

が認められた。

結論 本研究から，身体活動量にかかわらず，主観的な運動充足感が高い高齢者ほど精神・心理的

健康度が高いことが明らかとなった。また，運動を中心とした介入後に運動充足感が低い者に

おいても，身体機能に対する一定の改善が認められたが，介入終了後に高運動充足感を有して

いる者との間には，精神・心理的健康度に有意な差があることが示された。以上の結果は，運

動充足感を得られる運動が高齢者の健康増進に寄与する可能性を示唆するとともに，健康教室

などにおいて，運動充足感の向上に主眼を置いた，個々の能力・目的に応じた介入内容や，運

動充足感の評価が有効であると推察される。

Key words高齢者，運動充足感，身体活動量，心身機能，介入効果

 諸 言

平成23年度の厚生労働省の報告によると，65歳以

上の人口は2,962万 4 千人であり（平成24年 1 月時

点），総人口に占める割合は23.2に上る1,2)。この

うち要支援・要介護認定者数の割合は約17.7
（525万人）であり（平成24年 1 月時点)2)，これら
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の要支援・要介護認定者以外の高齢者が自立した生

活を送っていると仮定すると，約 8 割の高齢者は自

立した生活を送っていると推察できる。高齢者人口

が増加の一途をたどっている現状を考えると，現在

自立した生活を送っている高齢者の健康寿命（自立

した生活ができる期間）の延長に関する要因の検討

や，効果的な健康増進施策の立案が厚生行政・地域

保健において重要課題の 1 つであるといえる。

疫学的調査研究や介入研究から，家事や通勤など

の生活活動や運動習慣から構成される身体活動（以

後，身体活動は生活活動と運動習慣によって構成さ

れる活動と定義する)3)が高齢者の健康状態に与え

る影響が多く報告されており，身体活動量の維持・

増加は身体機能への寄与4,5)のみならず，気分の高

揚6)，不安感の解消7)，主観的健康感をはじめとし

た健康関連 QOL（quality of life生活の質）の維

持・改善など8,9)の精神機能面にまで影響を与える

可能性が明らかとなっている。杉澤らは，地域在住

高齢者2,200人を対象とした質問紙を用いた縦断研

究において，体操・運動の実施頻度が“よくする”

に該当する高齢者は，それ以外の高齢者（時々する

～全くしない）に比べ 6 年後の抑うつ症状が良好で

あったことを報告している10)。また，Lindsted et
al. は男性9,484人を対象とした質問紙による長期追

跡縦断研究から，中程度から高程度の身体活動（運

動もしくは仕事での活動）を行っている者は，低程

度の身体活動習慣を持つ者に比べ死亡率が低い傾向

を報告している3)。このような身体活動量の違いが

死亡率に影響を与える傾向は，女性においても同様

に確認されている11)。

以上のような質問紙を用いて身体活動が高齢者に

与える影響を検討した研究の多くは，身体活動の頻

度・強度の聴取から身体活動の程度を階層化し，中

程度から高程度の身体活動の実施が高齢者の健康状

態の維持・改善に寄与することを明らかにしてい

る9～11)。しかしながら，このような身体活動の頻

度・強度の高低が高齢者の健康状態に影響を及ぼす

背景には，高齢者自身が自己の身体活動量に満足し

ているか否かという，主観的な運動充足感が介在し

ている可能性が考えられる。高齢者では加齢に伴い

身体機能が著しく低下するため，身体機能の個人差

は大きくなることが知られている12)。このような身

体機能の個人差は，高齢者間で充足感を得られる運

動頻度・強度が異なることを意味しており，さらに

は多くの先行研究から心身機能に望ましい影響を与

えると考えられている中・高程度の身体活動量3～10)

であっても，運動充足感の捉え方が高齢者間で異な

る可能性があることも示唆している。また，前述の

杉澤らの報告10)においても，実質的な運動回数・頻

度（週当たり何日など）ではなく，主観的な運動実

施頻度（良くする～全くしない）を調査しているた

め，運動充足感を高く感じているが故に，結果に自

身の運動頻度を高く評価しているといったバイアス

が生じているのかもしれない。以上の可能性を顧慮

すると，低程度の身体活動量で十分な運動充足感が

得られる高齢者であれば，それほど多くない身体活

動量であっても心身機能の維持・改善に寄与するの

かもしれない。逆に，中・高程度の身体活動量を有

している高齢者であっても，十分な運動充足感が得

られていなければ，定期的な身体活動の利得は得ら

れていないのかもしれない。また，運動充足感の捉

え方が地域保健事業として多く行われている高齢者

に対する短期的運動教室の効果に影響を与えている

可能性も想定され，教室終了後の高齢者の運動充足

度と介入効果の間には何らかの関連性があるのかも

しれない。

そこで本研究では，運動不足感についての質問の

回答から運動充足感を定義し，日常生活での身体活

動と運動習慣からなる実質的な身体活動量（頻度お

よび強度）の聴取から身体活動量を定義した上で，

1)運動充足感の違いが高齢者の心身機能に与える影

響と，2)運動を中心とした複合的介入後の運動充足

感の違いが介入効果に与える影響を明らかにするこ

とを目的とした。なお，本研究では60歳以上を高齢

者と定義した。

 方 法

. 対象者と研究デザイン

群馬県吾妻郡草津町（平成21年度から平成23年度

に実施以後，草津研究）および埼玉県入間郡越生

町（平成22年度に実施以後，越生研究）において

実施された介入研究事業によってデータを得

た13～16)。この介入研究事業では，中高年者を対象

に生活習慣病予防型教室と介護予防型教室の開催を

周知し，対象者を募集した。事前調査では地域在住

の中高年者297人が参加し，研究の趣旨を紙面およ

び口頭にて説明し，全参加者から文書で同意を得た。

草津研究では事前調査後，生活習慣病予防型教室

と介護予防型教室の参加者を介入群（前期介入群）

と対照群（後期介入群）に無作為に割付け，介入群

に 3 か月間運動・栄養教室と温泉入浴から構成され

るプログラムを実施した（平成22年度および23年度

は介護予防型教室のみ実施）。越生研究では，事前

調査後に生活習慣病予防型教室・介護予防型教室の

参加者を，無作為に「運動・栄養教室＋温泉入浴群」

（以後 A 群），「運動・栄養教室群」（以後 B 群），
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図 各研究の流れ（左草津研究，右越生研究）
草津研究は 3 か年の累積数
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「温泉入浴群」（以後 C 群），「対照群」（以後 D 群）

に割付けた。

草津研究の介入群および越生研究の A 群と B 群

には 3 か月間（週 2 回，1 回1.5時間）の複合プロ

グラム［運動教室（16回自重やチューブを用いた

運動。毎教室終了後，自覚運動強度を聴取し，運動

強度が“ややきつい”から“きつい”に該当するレ

ベルになる様に運動内容を設定した。），栄養教室

（5 回グループワーク形式の講義と実習］を実施

し，草津研究の介入群および越生研究 A 群には教

室終了後に温泉入浴を課した。他方，越生研究 C
群には週 2 回の温泉入浴を課した。草津研究対照群

および越生研究 D 群には月 1 回の介入内容とは無

関係な健康教室（老年病についての講義など）を行

った。介入開始 3 か月後にすべての群に対して事後

健診を行い，介入の評価を行った（図 1）。なお，

草津研究および越生研究ともに，最終的には全参加

者がすべての介入（運動・栄養教室，温泉入浴）を

受けることができるクロスオーバーデザインとし

た。詳細な研究デザインおよび各研究結果について

は先行研究を参照されたい13～16)。

なお，本研究計画は平成21年度第一回東京都健康

長寿医療センター研究所倫理委員会によって審査，

承認されており，研究内容はヘルシンキ宣言に基づ

くものである（平成21年 6 月 8 日21健事第516号）。

. 評価項目

健診では既往歴に併せ，運動充足感，身体活動

量，健康関連 QOL，精神的健康状態，精神的自立

性を質問紙によって聴取し，運動機能の検査を行っ

た。

運動充足感は“あなたは運動不足だと思いますか”

という問いに対し，“思う”，“どちらとも言えな

い”，“思わない”の 3 件法にて回答を得た。また，

身体活動量に関しては，“あなたの生活全体の身体

活動量はどれに当てはまりますか”という問いに対

し，“ほとんど運動しない”，“軽い運動はする（通

勤で歩く程度）”，“汗ばむ程度の運動を週 3～5 回程

度する，もしくは仕事で歩くことが多い”，“かなり

活動的（汗ばむ運動を週 6 回以上行う，もしくは肉

体労働）”，“極めて活動的（肉体労働をしており，

かつ汗ばむ運動を週 6 日以上）”の 5 件法にて回答

を得た。

健康関連 QOL の評価には SF–8（Medical Out-
comes Study 8–Item Short-Form Health Survey）を

用いた17)。SF–8 は SF–36（Medical Outcomes Study
36–Item Short-Form Health Survey）の簡略版として

健康関連の 8 領域［身体機能，日常生活役割機能

（身体），体の痛み，全体的健康観，活力，心の健

康，社会生活機能，日常生活役割機能（精神）］を

測定することができる。精神的健康状態は WHO–5
を用いて調査を行った18)。WHO–5 は 5 つの質問項

目から構成されており，得点（素点）の範囲は 0～

25点で，0 点は精神的健康度が最も不良であること

を示している。13点未満の得点は精神的健康状態が

低いこと（うつ傾向）を示している。

精神的自立性の検討に関しては鈴木・崎原が開発

した精神的自立性尺度を用いた19)。この尺度は，精

神的自立性の要件として，自分自身が物事を決定

し，それに対して責任を持てる態度（自己責任性），

および自分の生き方や目標が的確であること（目的

指向性）から構成される。

運動機能測定では，上肢の筋力を反映すると考え
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表 運動充足感と身体活動量のクロス表

身体活動量

低程度 高程度 合 計

運動充足感

低充足群 42.7 13.8 56.5

高充足群 17.3 26.2 43.5

合計 60.0 40.0 100.0

X2＝33.9, df＝1, P＜0.01
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られる握力と，下肢の運動機能を反映すると考えら

れる開眼片足立ちと 5 m 歩行速度（通常・最大），

Timed Up & Go test（以下，TUG と略す）を採用

した20,21)。握力はスメドレー式握力計を用いて利き

手で 2 回測定し，大きい値を代表値とした。開眼片

足立ちは60秒を上限値とし，ストップウォッチを用

いて 2 回測定し，大きい値を代表値とした。歩行速

度は，歩行開始 3 m と 8 m の地点にテープで印を

付けた11 m の歩行路を参加者が直線歩行し，3 m
地点から 8 m 地点の間の 5 m の歩行時間を測定

し，歩行速度（m/分）を算出した。快適な速さで

の歩行を 1 回（通常歩行速度），最大努力下での歩

行（最大歩行速度）を 2 回測定し，最大歩行速度は

最速値を代表値とした。TUG は，参加者が椅子座

位から 3 m 前方のポールを回って着座するまでの

時間をストップウォッチにて測定した。本研究では

最大努力下で 2 回測定し，早い値を代表値とした。

. 統計解析

疾病や服薬状況の要因を排除した上で運動充足感

と測定変数の関連性を明らかにするため，重篤な脳

卒中，心血管疾患，神経筋疾患の既往がある高齢者

および向精神薬服薬者を除き，身体機能検査を完遂

した高齢者を解析対象とした。

運動充足感を明確にするとともに，解析対象者数

の少なさに鑑みて，3 件法で得られた運動充足感の

回答の上位 2 つの回答（どちらとも言えない，運動

不足だと思わない）を統合して高充足感とし，運動

充足感を低充足感（運動不足だと思う）と高充足感

の 2 つのレベルに分類した。これらの運動充足感に

関する 3 件法で得られた回答と 2 件法にまとめた回

答の内的信頼性を Cronbach の a 係数で確認したと

ころ，0.894と高い信頼性が得られた。同様に身体

活動量のレベルを明確にするため，5 件法で得られ

た回答の下位 2 つの回答（“ほとんど運動しない”，

“軽い運動はする”）と上位 3 つの回答（“汗ばむ程

度の運動を週 3～5 回程度する，もしくは仕事で歩

くことが多い”～“極めて活動的”）を統合し，そ

れぞれを低程度と高程度の 2 つのレベルに分類した。

5 件法で得られた身体活動量に関する回答と 2 件法

にまとめた身体活動量に関する回答の内的信頼性に

関しても0.823と高い信頼性が得られた。

身体活動量によって運動充足感に差が認められる

かを検討するため，介入前のベースライン時の健診

結果を用い，身体活動量と運動充足感の該当者割合

の差をカイ二乗検定（2×2）によって検定した。そ

の後，運動充足感の違いによって運動機能や精神・

心理的健康度に差が認められるか否かについて，各

身体活動量（低・高身体活動量）および全解析対象

者での多変量分散分析を行った。この際，運動充足

感については身体活動量や性・年齢の影響が想定さ

れるため，平行性を確認した上で共変量として投入

した（身体活動量は全解析対象者での多変量分散分

析時のみに投入）。

次に，介入に伴う運動充足感の維持・改善や悪化

が介入効果にどのような影響を及ぼすか検討するた

め，介入終了時の運動充足感（介入後の運動充足感

の変化）を独立変数とし，介入前後の測定変数を反

復測定分散分析で比較検討した。なお，この際の解

析対象は介入の内容によって結果に差が生じないよ

う，介入内容が同じ草津研究の介入群と越生研究の

A 群とした。統計解析は IBM SPSS statistics 19.0を
用いて行い，両側検定にて危険率 5を有意水準と

した。

 結 果

除外基準の既往歴を持つ者および向精神薬服薬者

は認められなかったため，腰痛や膝痛により身体機

能検査が完遂できなかった者または60歳未満の者37
人を除く260人（平均年齢±標準偏差＝70.4±6.0，
女性72）を解析対象とした。

. 運動充足感と身体運動活動量

身体活動量と運動充足感のクロス表を作成し，カ

イ二乗検定を行った。その結果，有意な割合の差が

認められ，身体活動量によって運動充足感が有意に

異なることが明らかとなった（X 2＝33.9, df＝1, P＜

0.01表 1）。
. 運動充足感別の測定変数の比較

運動充足感を独立変数とし，低程度身体活動群内

で多変量分散分析を行ったところ，低充足群は高充

足群に比べて有意に BMI が高いことが明らかとな

った（P＜0.05）。また，握力（P＜0.05），通常・最

大歩行速度（P＜0.05, P＜0.01），WHO–5 得点（P
＜0.05），全体的健康感得点（P＜0.05），身体機能

得点（P＜0.05），日常役割機能（身体）得点（P＜

0.05），体の痛み得点（P＜0.05），活力得点（P＜

0.01），社会生活機能得点（P＜0.05），身体的サマ
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表 低身体活動量群内における運動充足群間の比較

低運動充足群
(n＝111)

Mean±SD

高運動充足群
(n＝45)

Mean±SD
F-value P-value

性別（女性) 76.6 75.5 0.02※ 0.892
年齢 70.2±6.9 71.0±5.6 0.50 0.483
BMI 24.5±3.4 23.0±2.7 6.65 0.011
握力（kg) 24.0±7.5 25.5±7.8 3.97 0.048
開眼片足立ち（秒) 41.4±22.8 43.5±21.7 0.34 0.560
通常歩行速度（m/分) 81.8±13.6 87.1±14.3 4.96 0.028
最大歩行速度（m/分) 114.6±23.6 126.2±27.9 8.50 0.004
TimeUp & Go test（秒) 6.19±1.36 5.95±1.33 2.28 0.133
WHO-5 得点 16.9±4.8 18.7±3.8 4.48 0.036
SF-8全体的健康感得点 47.9±6.2 50.2±5.8 4.39 0.038
SF-8身体機能得点 47.1±9.4 50.6±5.3 5.54 0.020
SF-8日常役割機能（身体）得点 48.8±7.4 51.7±4.2 6.58 0.011
SF-8体の痛み得点 48.7±9.3 52.7±7.1 6.80 0.010
SF-8活力得点 50.0±6.6 53.0±5.2 7.87 0.006
SF-8社会生活機能得点 48.7±8.6 52.1±6.4 6.46 0.012
SF-8心の健康得点 50.9±6.9 52.7±5.4 2.52 0.115
SF-8日常生活機能（精神）得点 50.5±5.7 52.3±4.3 3.86 0.051
SF-8身体的サマリースコア 45.9±7.3 49.7±5.4 10.08 0.002
SF-8精神的サマリースコア 50.8±6.2 52.1±5.0 1.93 0.167
精神的自立尺度目的指向性 13.7±2.3 13.7±2.3 0.01 0.938
精神的自立尺度自己責任性 13.5±2.1 13.4±2.0 0.13 0.724
精神的自立尺度総合点 27.3±3.5 27.1±3.6 0.03 0.873

性，年齢を共変量に投入

※はカイ二乗値

表 高身体活動量群内における運動充足群間の比較

低運動充足群
(n＝36)

Mean±SD

高運動充足群
(n＝68)

Mean±SD
F-value P-value

性別（女性) 61.1 67.6 0.44※ 0.505
年齢 69.6±4.3 70.8±5.5 1.34 0.249
BMI 24.5±3.0 22.6±3.2 7.37 0.008
握力（kg) 26.0±8.4 25.9±8.3 1.04 0.310
開眼片足立ち（秒) 44.0±21.0 44.9±20.8 0.60 0.440
通常歩行速度（m/分) 89.2±12.3 89.5±16.6 0.09 0.762
最大歩行速度（m/分) 126.5±24.7 127.3±28.5 0.10 0.750
TimeUp & Go test（秒) 5.92±1.17 5.79±1.00 0.89 0.348
WHO-5 得点 18.3±5.0 20.3±3.9 5.15 0.025
SF-8全体的健康感得点 50.0±6.8 53.1±5.0 7.00 0.009
SF-8身体機能得点 50.2±5.0 51.4±4.3 1.57 0.214
SF-8日常役割機能（身体）得点 50.0±6.9 51.8±4.2 2.47 0.120
SF-8体の痛み得点 51.2±8.5 52.2±7.7 0.66 0.418
SF-8活力得点 51.7±6.0 54.1±5.3 4.55 0.035
SF-8社会生活機能得点 51.2±6.1 52.1±6.4 0.76 0.387
SF-8心の健康得点 53.0±6.8 53.3±6.0 0.19 0.667
SF-8日常生活機能（精神）得点 51.4±5.8 52.6±4.4 1.45 0.232
SF-8身体的サマリースコア 48.3±5.9 50.4±4.5 4.19 0.043
SF-8精神的サマリースコア 52.0±6.4 52.6±5.2 0.43 0.515
精神的自立尺度目的指向性 13.8±2.3 13.9±2.3 0.07 0.792
精神的自立尺度自己責任性 13.9±2.3 14.0±2.1 0.00 0.982
精神的自立尺度総合点 27.7±4.0 27.9±3.5 0.03 0.855

性，年齢を共変量に投入

※はカイ二乗値

747第59巻 日本公衛誌 第10号2012年10月15日



748

表 全解析対象者における運動充足群間の比較

低運動充足群
(n＝147)

Mean±SD

高運動充足群
(n＝113)

Mean±SD
F-value P-value

性別（女性) 72.8 70.8 0.13※ 0.723
年齢 70.0±6.4 70.9±5.6 1.33 0.251
BMI 24.5±3.3 22.8±3.0 14.00 P＜0.001
握力（kg) 24.5±7.8 25.7±8.1 4.90 0.028
開眼片足立ち（秒) 42.0±22.3 44.4±21.0 0.80 0.373
通常歩行速度（m/分) 83.6±13.6 88.6±15.7 3.33 0.069
最大歩行速度（m/分) 117.5±24.3 126.9±28.1 5.27 0.023
TimeUp & Go test（秒) 6.12±1.31 5.86±1.14 3.53 0.061
WHO-5 得点 17.3±4.9 19.6±3.9 9.24 0.003
SF-8全体的健康感得点 48.4±6.4 52.0±5.5 10.81 0.001
SF-8身体機能得点 47.8±8.6 51.1±4.7 7.13 0.008
SF-8日常役割機能（身体）得点 49.1±7.3 51.8±4.2 9.33 0.002
SF-8体の痛み得点 49.3±9.1 52.4±7.4 6.18 0.014
SF-8活力得点 50.4±6.5 53.7±5.3 12.29 0.001
SF-8社会生活機能得点 49.3±8.1 52.1±6.4 6.97 0.009
SF-8心の健康得点 51.4±6.9 53.1±5.8 2.17 0.142
SF-8日常生活機能（精神）得点 50.7±5.7 52.5±4.3 5.27 0.023
SF-8身体的サマリースコア 46.5±7.0 50.1±4.8 14.30 P＜0.001
SF-8精神的サマリースコア 51.1±6.2 52.4±5.1 2.20 0.139
精神的自立尺度目的指向性 13.7±2.3 13.8±2.3 0.08 0.778
精神的自立尺度自己責任性 13.6±2.2 13.8±2.0 0.03 0.863
精神的自立尺度総合点 27.4±3.6 27.6±3.5 0.01 0.935

性，年齢，身体活動量を共変量に投入

※はカイ二乗値

表 介入群における介入前後の運動充足感の変化

介入後運動充足感

低充足群 高充足群 合 計

介入前
運動充足感

低充足群 28.1 29.2 57.3

高充足群 9.0 33.7 42.7

合計 37.1 62.9 100.0

X2＝7.3, df＝1, P＜0.01
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リースコア（P＜0.01）に有意な差が認められ，す

べての項目において高充足群は低充足群に比べて良

好な値であった（表 2）。
高程度身体活動群内での比較においても，低程度

身体活動群内での比較同様に，低充足群は高充足群

に比べて有意にBMIが高いことが明らかとなった

（P＜0.01）。加えて，WHO－5得点（P＜0.05），全

体的健康感得点（P＜0.01），活力得点（P＜0.05），
身体的サマリースコア（P＜0.05）に有意な差が認

められ，すべての項目において高充足群は低充足群

に比べて良好な値であった（表 3）。
身体活動量を共変量とした，全解析対象者での多

変量分散分析の結果，BMI（P＜0.01），握力（P＜

0.05），最大歩行速度（P＜0.05），WHO–5 得点（P
＜0.01），全体的健康感得点（P＜0.01），身体機能

得点（P＜0.01），日常役割機能（身体）得点（P＜

0.01），体の痛み得点（P＜0.05），活力得点（P＜

0.01），社会生活機能得点（P＜0.01），日常役割機

能（精神）得点（P＜0.05），身体的サマリースコア

（P＜0.01）に有意な差が認められ，すべての項目に

おいて高充足群は低充足群に比べて良好な値であ

り，低充足群は高充足群に比べて有意に BMI が高

かった（表 4）。
. 運動充足感の変化が介入効果に及ぼす影響の

検討

草津研究の介入群と越生研究の A 群において，

60歳未満または事前・事後検査を完遂できなかった

者25人を除いた88人（平均年齢±標準偏差＝70.3±

6.2歳）を解析対象とした。

運動を中心とした介入前後の運動充足感の変化を

表 5 に示した。介入後においても，運動充足感が低

程度であった参加者は約37存在し，約63の高齢
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表 介入後の運動充足変化別（悪化群と維持・改善群）の介入前後の変化

低運動充足群
(悪化群)

高運動充足群
(維持・改善群) P-value

介入前
Mean±SD

介入後
Mean±SD

介入前
Mean±SD

介入後
Mean±SD 期間 群

期間
×群

性別（女性) 69.2 ― 71.4 ― ― 0.809 ―

年齢 71.1±7.4 ― 69.5±5.0 ― ― 0.271 ―

BMI 24.0±2.4 23.6±2.6 23.4±3.4 23.2±2.9 0.052 0.202 0.182
握力（kg) 24.9±8.1 25.1±8.7 25.8±8.9 26.8±8.6 0.695 0.169 0.254
開眼片足立ち（秒) 38.4±23.4 41.6±22.1 49.1±17.2 52.0±17.3 0.576 0.140 0.799
通常歩行速度（m/分) 83.0±15.2 88.1±18.8 87.6±14.7 96.0±14.4 0.042 0.166 0.431
最大歩行速度（m/分) 116.8±22.5 126.0±25.4 126.6±23.6 134.4±29.9 0.023 0.100 0.664
TimeUp & Go test（秒) 6.17±1.23 5.11±1.92 5.68±0.88 4.89±1.00 P＜0.001 0.345 0.038
WHO-5 得点 17.1±4.6 18.3±4.6 19.4±3.8 20.8±3.4 0.823 0.007 0.955
SF-8全体的健康感得点 48.5±5.7 50.1±6.2 52.0±5.5 52.5±6.0 0.077 0.003 0.344
SF-8身体機能得点 46.5±8.2 48.3±6.2 50.3±7.2 51.2±4.4 0.225 0.003 0.375
SF-8日常役割機能（身体）得点 48.2±6.9 48.9±7.9 51.0±7.0 51.2±5.2 0.140 0.041 0.525
SF-8体の痛み得点 49.1±8.9 48.4±10.2 53.9±7.3 52.3±8.1 1.000 0.009 0.543
SF-8活力得点 50.5±6.2 52.6±6.4 52.9±6.3 55.0±3.8 0.109 0.020 0.863
SF-8社会生活機能得点 50.0±7.9 49.7±8.8 51.2±7.0 51.6±6.7 0.952 0.244 0.750
SF-8心の健康得点 51.9±6.3 53.9±6.1 53.8±4.8 54.4±4.5 0.471 0.245 0.194
SF-8日常生活機能（精神）得点 50.6±6.1 52.2±3.1 52.0±5.4 51.6±5.5 0.036 0.618 0.083
SF-8身体的サマリースコア 45.4±6.6 45.9±7.9 49.8±6.1 50.1±4.8 0.155 P＜0.001 0.661
SF-8精神的サマリースコア 51.9±5.9 53.7±4.8 52.3±4.8 52.9±4.8 0.770 0.789 0.369
精神的自立尺度目的指向性 13.0±3.5 13.5±2.4 14.4±1.7 14.4±1.4 0.362 0.018 0.244
精神的自立尺度自己責任性 13.2±2.4 13.1±2.6 13.9±2.0 13.9±1.9 0.913 0.057 0.813
精神的自立尺度総合点 26.2±4.7 26.6±3.9 28.3±3.0 28.2±2.7 0.493 0.009 0.539

悪化群は低充足群もしくは高充足群から低充足群に変化した者，維持・改善群は低充足群から高充足群に変化した者

もしくは高充足を維持した者

悪化群n＝32，維持・改善群n＝56
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者は低充足感からの改善および高充足感の維持が認

められた。介入終了時の運動充足感（低・高）を独

立変数とした反復測定分散分析の結果，通常歩行速

度（P＜0.05），最大歩行速度（P＜0.05），TUG（P
＜0.01），日常役割機能（精神）得点（P＜0.05）に

有意な期間の主効果が認められ，すべての項目にお

いて介入後に有意な改善が認められた。また

WHO–5 得点（P＜0.01），全体的健康感得点（P＜
0.01），身体機能得点（P＜0.01），日常役割機能

（身体）得点（P＜0.05），体の痛み得点（P＜0.01），
活力得点（P＜0.05），身体的サマリースコア（P＜

0.01），目的指向性（P＜0.05），精神的自立性尺度

総合得点（P＜0.01）に有意な群の主効果が認めら

れ，すべての項目において高充足群は低充足群に比

べて良好な値であった。加えて TUG に有意な交互

作用が認められ（P＜0.05），多重比較の結果，両群

ともに事前検査結果に比べて有意な改善が認められ

た（P＜0.01）（表 6）。

 考 察

高齢者の身体活動量と心身機能の関係を構築する

背景要因として，身体活動に対する運動充足感が存

在し，この運動充足感が高齢者の心身機能に影響を

与えている可能性も考えられる。そこで本研究で

は，身体活動量が同程度であっても運動充足感に差

が生じる可能性があることを示した上で，運動充足

感間における測定変数の比較および運動充足感の変

化が介入効果に及ぼす影響について検討した。

. 運動充足感と身体運動活動量

身体活動量と運動充足感の該当者割合を比較した

ところ，有意な差が認められ，身体運動量の高低に

よって運動充足感の感じ方が異なることが明らかと

なった。これは体を動かす機会（活動量）の増加に

伴い，主観的な運動満足感が得られていることを示

しており，合理的な結果となった。しかしながら，

低い身体活動量にかかわらず，高い運動充足感が得

られている者や，他方で高い身体活動量を有してい
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るにもかかわらず，低い運動充足感である者が存在

することが明らかとなった。

. 運動充足感間の測定変数の比較

そこで本研究では，身体活動量別および身体活動

量を調整した全解析対象者での運動充足感間の比較

を行った。その結果，低程度身体活動群では，低充

足群は高充足群に比べ有意に BMI が高く，高充足

群は低充足群に比べ有意に身体機能，精神的健康

度，健康関連 QOL が高いことが明らかとなった。

一般的に身体活動量が低い高齢者は心身機能が低

く，死亡率が高くなるといった調査結果が多く報告

されている3～10)。しかしながら本研究結果に鑑みる

と，身体活動量が低い高齢者においても，自己の身

体活動に満足している高齢者は満足していない高齢

者に比べて身体機能や精神・心理的健康面が有意に

高いことが示された。ここから高齢者において身体

活動量が低いことは健康状態に悪影響を及ぼすかも

しれないが，高齢者自身の運動充足度の捉え方によ

って心身機能が異なる可能性が示された。

他方，高程度身体活動群においては，身体機能に

関しては有意な差は認められないものの，低程度身

体活動群同様に BMI，精神的健康度，健康関連

QOL に有意な差が認められた。総じて高充足群は

低充足群に比べ測定値が良好であったことから，好

ましいと考えられている中・高程度の身体活動量に

おいても高齢者自身がその身体活動に充足していな

いと，その利得は低いことが推察される。最近の大

規模疫学研究から，中強度以上の余暇運動習慣を持

つ中高齢女性は，過体重（BMI＞25）になるリス

クが，余暇運動習慣が無い者に比べ低いことが報告

されている22)。我々の結果は男女合わせた結果であ

るため，単純にこの先行研究結果と比較することは

できないが，本研究では低い身体活動量を有してい

る高齢者であっても，運動充足度が高い高齢者ほど

BMI が低く，身体活動量に関わらず運動充足感が

低い高齢者に関しては過体重傾向に近い値（低身体

活動量群，高身体活動量群ともに BMI＝24.5）に

あることが示された。この結果は，単純に身体活動

の程度によって肥満度が規定されないことを示唆し

ている。BMI の上昇は健康関連 QOL の低下と弱

い関連性が示されたとする報告もあるが23)，本研究

における因果関係は定かではなく，純粋に運動充足

感の差が精神的健康度や健康関連 QOL の差違を生

じさせたとも推測できる。

全解析対象者での比較の結果，BMI，WHO–5 得

点，SF–8 の下位項目の 5 つに有意な差が認めら

れ，これまでの結果と同様に，総じて高充足群に良

好な結果が得られた。McAuley et al. は249人の地

域在住高齢女性（平均年齢68.1歳）を対象とした追

跡調査から，高い身体活動量を有している高齢者で

あっても，3 年後には，ベースライン時に低い身体

活動量であった者と同程度まで身体活動量が低下し

たことを報告している24)。この身体活動量の変化

は，運動機能や ADL（日常生活動作）の低下と強

い関連性が認められたことから，高齢者は3年とい

う比較的短い期間においても身体機能が衰え，結果

として身体活動頻度が低下してしまうことがあるこ

とを示唆している。ここから，個々の身体機能に応

じた身体活動を推奨することが，主観的な運動充足

感を高めることに繋がり，結果として心身機能の維

持に結びつく身体活動実施の定着に寄与するのでは

ないかと推察される。また本研究の結果は，心身機

能の高い高齢者が高い運動充足感を有している可能

性も示唆しており，縦断研究による因果関係の検討

が望まれる。

. 運動充足感の変化が介入効果に及ぼす影響の

検討

次に運動を中心とした介入後の運動充足感（介入

後の運動充足感の変化）から，各群の介入前後変化

を検討した。その結果，通常・最大歩行速度，

TUG に期間の主効果が認められ，TUG に関して

は有意な交互作用が確認され，両群ともに有意な改

善が示された。これは介入後の運動充足感の高低に

かかわらず，運動介入によって下肢の運動機能とい

った身体機能に対する改善が期待できることを意味

している。他方で，WHO–5 得点，SF–8 下位尺

度，精神的自立性尺度に関しては有意な群の主効果

が示され，有意な交互作用は認められなかった。こ

こから，運動介入によっても十分な充足感が得られ

ない高齢者では，身体機能に対する一定の介入効果

は得られるものの，運動介入によって高い運動充足

感を有している高齢者との間には，精神・心理的健

康面に関して運動介入によって解消できない差が存

在することが明らかとなった。これは同時に運動充

足感が精神・心理的健康面に規定されている可能性

を示しているが，この差が介入によって十分な運動

充足感が得られなかったために生じたのか，それと

も運動充足感の感受性を左右する他の要因によって

生じたのかは明らかではない。

高齢者に対する有酸素運動や筋力トレーニングに

よる介入によって，身体機能の改善が認められた一

方で，精神・心理的健康面には改善がみられなかっ

たとする報告も多く見受けられる25～28)。これは運

動の頻度や強度の影響はもちろんであるが，本研究

結果に鑑みると，高齢者自身がこれらの運動によっ

て充足感を得られていたか否かという点も精神的・
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心理的健康面の改善に影響をもたらしていたのかも

しれない。ラットを用いた実験研究では，強制運動

ではうつ・不安およびストレス増加に関連する脳領

域である視床下部室傍核の活動が高くなり，抗う

つ・抗不安効果が示されている中脳縫線核は自発運

動（運動量は強制運動と同じ）のみで活動したこと

が確認されている29,30)。それぞれの脳領域の機能か

ら推測すると，これらの報告は，自らが自発的に行

う運動によって精神・心理的健康が得られ，無理に

強いられる運動は逆に精神・心理的健康面を害する

可能性があると推察され，主観的に満足できる運動

が強度を問わず精神・心理的健康面に寄与すること

を示唆している。以上から，高齢者を中心とした運

動介入の現場においても，対象者の主観的な運動充

足感の向上に主眼を置いた，個々の能力・目的に応

じた介入内容や，運動充足感の評価が有効であると

推察される。

. 本研究の展望および限界

中程度以上の身体活動量・習慣が高齢者の心身機

能の改善に寄与することは，多くの先行研究から自

明な知見となっている。しかしながら，高齢者の身

体機能や運動に対する嗜好性は個人差が大きいた

め，高齢者の至適身体活動量を標準化するのは困難

であるといえる。そこで本研究では，運動に対する

主観的な充足度を指標として，高齢者の心身機能を

比較した。その結果，身体活動量に関わらず，高い

運動充足感を有する高齢者ほど，精神・心理的健康

度が高い傾向が認められた。また，その傾向は介入

効果にも影響する可能性も示された。このような背

景には，慢性疾患をはじめとした疾病・障害の程度

や，本研究では検討できていない他の心理的・環境

的要因が介在している可能性も考えられる。青木は

健康教室に参加した高齢者を対象とした研究から，

慢性疾患罹患率や自尊感情，友人からのソーシャル

サポートが，介入に伴う精神的健康の変化に関連す

る要因であったことを報告している31)。この結果

は，介入の効果がベースライン時の健康状況や他者

との関係性に左右されることを示唆している。運動

を含めた身体活動への参加障壁について調査した研

究においても，健康状態の悪さ，一緒に活動する仲

間がいない，活動の機会・興味がないことが強い関

連要因であったことを報告している32)。これらの要

因は運動充足に対する感受性にも強く影響すること

が考えられ，健康状態，友人の数（ソーシャルサ

ポート），身体活動の様式（個人・集団），地域環境

などの身体・心理・環境的要因が運動充足感に複合

的に関与している可能性も推測される。

本研究にはいくつかの限界が存在する。第 1 の限

界として，サンプル数の問題が挙げられる。本研究

は260人の地域在住高齢者を解析対象としたが，各

身体運動活動レベルでの比較および運動充足感の変

化が介入効果に及ぼす影響の検討（結果 3）に関し

ては，層別の解析のため解析対象者は多くない。第

2 の限界として，本研究が運動を中心とした健康教

室参加希望者を対象としている点にある。このよう

な健康教室参加希望者は健康意識が高いことが想像

されるため，一般の地域在住高齢者をサンプリング

した場合と異なる心身機能レベルである可能性も否

定できない。しかしながら，高齢者を対象とした地

域保健事業（介護予防事業）においては，本研究で

行った様な健康教室が最も多く行われており33)，本

研究で得られた知見は今後の地域保健事業において

十分還元できるものであると考えられる。第 3 の限

界は，本研究が横断研究および介入研究である点で

ある。本研究では 3 か月間の介入に伴う追跡調査を

行っているが，運動充足感は高齢者の主観的評価で

あり，過去の心身機能レベルや運動歴，身体活動習

慣なども反映している可能性も想定される。今後，

介入を伴わず縦断的に運動充足感を規定する要因と

影響を検討する必要がある。しかしながら，本研究

は健康意識が比較的高いと想定されるサンプルにお

いても運動充足感の高低によって心身機能レベルに

差があることを報告した研究であり，この結果は高

齢者の健康指標に新たな知見を付与するものであ

る。今後，地域在住高齢者を対象とした大規模縦断

研究によって運動充足感が高齢者に与える影響を正

確に評価することが強く望まれる。

本研究は平成23年度厚生労働科学研究費補助金［H21–
循環器等（生習)–一般–002「温泉利用が健康増進に与え
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典）］および平成23年度介護予防実態調査分析支援事業

（委員長 鈴木隆雄）の一環として実施した。

本研究の実施に際し，多大なるご協力を頂いた，草津

町保健センターの土屋由美子氏，干川なつみ氏，岡部た

づる氏，群馬パース大学の小林和成先生，群馬県立心臓

血管センターの斉藤智子先生，株ジュコークリエイティ

ブの羽倉寛子先生，越生町保健センターならびに鳩山町
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The in‰uences of exercise fulˆllment on mental and physical functions of targeted
older adults and the eŠect of a physical exercise intervention

Ryota SAKURAI*,2*, Yoshinori FUJIWARA*, Taro FUKAYA*, Kyoko SAITO*,
Masashi YASUNAGA*, Hiroyuki SUZUKI*, Kumiko NONAKA*, Hunkyung KIM*,

Mi-Ji KIM*, Chiaki TANAKA3*, Takeshi NISHIKAWA4*, Hayato UCHIDA5*,
Shoji SHINKAI* and Shuichiro WATANABE3*

Key wordsolder adults, exercise fulˆllment, physical activity, mental and physical functions, intervention
eŠects

Objectives To investigate the in‰uence of the diŠerences in exercise fulˆllment on mental and physical func-
tions and the eŠects of exercise intervention on community-dwelling older adults.

Methods Participants in this study included 260 community-dwelling older adults (mean age±SD, 70.4±
6.0 years) who participated in the exercise intervention study (intervention and control groups).
Exercise fulˆllment levels (low or high), physical activity levels (low or high), mental health
(WHO–5 scores), health-related QOL (SF–8 score), and physical abilities of these adults were
measured during a baseline health checkup. Based on the status of the 3 exercise fulˆllment groups,
multivariate analysis of variance (MANOVA), which was adjusted for age, sex, and physical activi-
ty levels, was performed to compare the results of the outcome measures among the 3 groups. The
intervention group (n＝88, aged 70.3±6.2 years) was divided into 2 subgroups: the deterioration
subgroup (participants with low-exercise fulˆllment after the intervention) and the improvement
subgroup (participants with high-exercise fulˆllment after the intervention). Subsequently, the in-
tervention eŠects were assessed by repeated measurements of the analysis of variance (ANOVA)

between the 2 subgroups.
Results MANOVA analysis revealed that body mass index, grip strength, maximum walking speed, the

WHO–5 score, and the SF–8 subscale (8 items) score diŠered signiˆcantly amongst the groups. The
high-exercise fulˆllment group demonstrated better results for these variables than the low-exercise
fulˆllment group. Similar results were obtained for each group with respect to the physical activity
levels. The repeated-measures ANOVA revealed that time had an important eŠect on lower physical
functions and the SF–8 subscale (1 item) score; it also revealed the important eŠects of body mass
index, the WHO–5 score, the SF–8 subscale (6 items) score, and psychological independence on the
group.

Conclusion Older adults with higher exercise fulˆllment demonstrated better mental and psychological
health, regardless of their physical activity levels. Older adults with low-exercise fulˆllment could
potentially improve their physical abilities; however, their mental and psychological health sig-
niˆcantly diŠered from that of older adults with medium- or high-exercise fulˆllment after exercise
intervention. These ˆndings provide preliminary evidence, which indicates that exercise can provide
su‹cient fulˆllment and contribute to the promotion and improvement of health in older adults.
Moreover, performing adequate tests on exercise fulˆllment may aid in assessing the eŠects of inter-
vention programs in regional healthcare systems.
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